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第 59期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

 
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表 

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表 
(2023 年１月１日から 2023 年 12月 31 日まで) 

 
 
 
 
 
 
 

不 二 精 機 株 式 会 社 

 

 

 

 
 

 

 

 

上記の事項につきましては、法令及び定款第 16 条第２項の

規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.fujiseiki.com/ir/）に掲載することにより

株主の皆様に提供しております。 
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連結注記表 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数 ５社 

・連結子会社の名称 THAI FUJI SEIKI CO., LTD. 

PT. FUJI SEIKI INDONESIA 

上海不二精机有限公司 

常州不二精机有限公司 

秋元精機工業株式会社 

 (2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうちTHAI FUJI SEIKI CO., LTD.、PT. FUJI SEIKI INDONESIA及び秋元精機工業株式会社の決算

日は９月30日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。 

ただし、同決算日の翌日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引につきましては、連結上必要な調整

を行っております。 

(3) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券   

・市場価格のない株式等以外のもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

・市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

ロ．デリバティブ 時価法 

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品、仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

・原材料 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

（リース資産を除く） 
当社及び在外連結子会社は定額法によっております。 

  
ロ．リース資産 
（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証

の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法によって

おります。   
③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上しております。 

ハ．製品保証引当金 製品の引渡後における無償補修につき、会社負担により補修すべき

費用に充てるため、売上高に対する無償補修発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額を計上しております。また、発生額を個別に見

積ることができる費用についてはその見積額を計上しております。     
ニ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

なお、2004年１月に役員退職慰労金制度を廃止しており、既往の期間

分については、従来の内規による額を退任時に支払うことを予定して

おります。 

④ 重要な収益及び費用の計上基準 
当社及び連結子会社における顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 
イ．射出成形用精密金型及び成形システム事業 

射出成形用精密金型及び成形システム事業においては、国内取引は、顧客の検収により当該製品に対する

支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。輸出取引

は、貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、当該製品に対する支配を顧客が獲得し、履行

義務が充足されることから、貿易条件等に基づきリスクが顧客に移転した時点で収益を認識しております。 
ロ．精密成形品その他事業 

精密成形品その他事業においては、製品の引き渡しにより、顧客に当該製品に対する支配が移転し、履行

義務が充足されますが、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間

であることから、出荷時に収益を認識しております。 
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(4)  退職給付に係る会計処理の方法 
   退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算にあたり、一部の連結子会社では原則法を適用し、また、一部

の連結子会社では簡便法を適用しております。 
① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 
② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の翌連結会計年度に一括費用処理しております。 
③ 小規模企業等における簡便法の採用 

簡便法を適用する連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算において、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法をとっております、 
 
（追加情報） 
（退職給付債務の計算方法の変更） 
一部の連結子会社において、退職給付債務の計算方法について、従来まで簡便法によっておりましたが、対

象従業員が 300 人を超えたため、当連結会計年度末より原則法に変更しております。この変更に伴い、当連結

会計年度末における退職給付に係る負債が 1,026 千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が 1,026 千円減少しております。 
 

２. 重要な会計上の見積りに関する注記 

 繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 67,853千円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の総額から評価性引当

額を控除し、将来の税負担額を軽減する範囲内で認識しております。当社及び国内子会社の繰延税金資産

の認識にあたっては、｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣(企業会計基準適用指針第26号)に基

づき企業分類を判定し、当該企業分類に応じた将来の合理的な見積可能期間以内において、一時差異等の

解消年度のスケジューリングを行っています。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる当社グループの将来の課税所得の見積りについては、取

締役会で承認された事業計画を基礎としております。将来の課税所得の見積りは経営者の判断及び見積り

の不確実性を伴うものであり、見積りの前提や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算

書類に影響を与える可能性があります。 

固定資産の減損 

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

有形固定資産 3,787,176千円（うち、上海不二精机有限公司の有形固定資産200,982千円） 

無形固定資産  168,291千円（うち、上海不二精机有限公司の無形固定資産   －千円） 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として、キャッシュ・フローを生み出

す最小の単位を資産グループとしております。 

減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの

総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来

キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合は、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。当連結会計年度においては、上海

不二精机有限公司の事業用資産に減損の兆候が認められました。 

減損の認識の要否の判定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会で承認された事業計画

を基礎としております。当該見積りに用いられる主要な仮定には受注見込みに基づく売上高や売上原価の

予測が含まれます。将来キャッシュ・フローの見積りは経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うもので

あり、見積りの前提や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能

性があります。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
建物 220,362千円
土地 706,518千円
投資有価証券 7,127千円

計 934,008千円

上記の資産は、短期借入金916,666千円及び長期借入金(１年内返済予定分含む）848,247千円の担保に供し

ております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,890,691千円 
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項   
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 9,054千株 －千株 －千株 9,054千株 
  
(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2023年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 56,745千円 ７円 2022年12月31日 2023年３月30日 利益剰余金 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

決議予定 株式の種類 
配当金 

の総額 

１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2024年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 56,725千円 ７円 2023年12月31日 2024年３月28日 利益剰余金 

 
 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行等金

融機関からの借入による方針をとっております。 
受取手形、売掛金、電子記録債権及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

月ごとに時価の把握を行い、取締役会に報告されております。 
借入金並びにリース債務の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金等（長期）であります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円）    

  連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

（１）投資有価証券（※２） 142,410 142,410 － 

資 産 計 142,410 142,410 － 

（２）長期借入金（※３） 1,783,783 1,755,807 △27,975 

（３）リース債務（※４） 125,445 123,549 △1,896 

負 債 計 1,909,228 1,879,357 △29,871 

（※１）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「未収入金」、「支払手形及

び買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人税等」については現金

であること及び短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略

しております。 
（※２）市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

対照表計上額は以下のとおりであります。 

 

                               （単位：千円） 

   区分   連結貸借対照表計上額 

非上場株式 42,100 

（※３）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。 
（※４）リース債務は、流動負債と固定負債を合算してリース債務として表示しております。 

 

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

   金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 

株式 

 

 

142,410 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

142,410 

資産計 142,410 － － 142,410 

 

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 1,755,807 － 1,755,807 

リース債務 － 123,549 － 123,549 

負債計 － 1,879,357 － 1,879,357 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は金融商品取引所の価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

長期借入金及びリース債務 

これらの時価は、元利金の合計と、当該債務の残存期間及び信用リスクと加味した利率を基に、割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

６．収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 報告セグメント  

合計 
射出成形用精密金型 

及び成形システム事業 

精密成形品 

その他事業 

 情報 5,956 674,056 680,012 

 医療 1,425,442 65,601 1,491,043 

 食品 76,826 － 76,826 

 光学 34,315 15,508 49,823 

 家電 174,842 64,056 238,899 

 自動車 695,907 4,346,455 5,042,362 

 その他 529,701 154,995 684,696 

顧客との契約から生じる収益 2,942,991 5,320,673 8,263,664 

その他の収益 － － － 

外部顧客への売上高 2,942,991 5,320,673 8,263,664 

 

 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１.連結計算書作成のため

の基本となる重要な事項 (3)会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。 
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(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,747,962 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,578,411 

契約負債（期首残高） 487,191 

契約負債（期末残高） 288,105 

契約負債は主に顧客から受領した前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

485,691千円であります。 

② 残存履行義務に配分した取引価格 

当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便

法を適用し、残存履行義務に配分した取引価格の記載を省略しております。なお、顧客との契約から生じる

対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額       392円26銭

(2) １株当たり当期純利益 28円73銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   １株当たり当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益                232,868千円 

普通株主に帰属しない金額  － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益  232,868千円 

普通株式の期中平均株式数 8,105千株 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 子会社株式 総平均法による原価法 
② その他有価証券 
・市場価格のない株式等以外のもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 
・市場価格のない株式等 総平均法による原価法 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
・製品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法） 
・原材料 

 
④ デリバティブ  

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法） 

時価法   

(2) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

② 無形固定資産 
（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 
③ リース資産 
（所有権移転外ファイナンス・ 
リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証

の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法によって

おります。 

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しております。   
③ 製品保証引当金 製品の引渡後における無償補修につき、会社負担により補修すべき

費用に充てるため、売上高に対する無償補修発生額の過去の実績率

を乗じて計算した額を計上しております。また、発生額を個別に見

積ることができる費用についてはその見積額を計上しております。 
④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 
なお、2004年１月に役員退職慰労金制度を廃止することとし、既往

の期間分については、従来の内規による額を退任時に支払うことを

予定しております。   

 

(4)収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① 射出成形用精密金型及び成形システム事業 

射出成形用精密金型及び成形システム事業においては、国内取引は、顧客の検収により当該製品に対する支

配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。輸出取引は、

貿易条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時点で、当該製品に対する支配を顧客が獲得し、履行義務が

充足されることから、貿易条件等に基づきリスクが顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

② 精密成形品その他事業 

精密成形品その他事業においては、製品の引き渡しにより、顧客に当該製品に対する支配が移転し、履行義

務が充足されますが、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ

ることから、出荷時に収益を認識しております。 

   
２．重要な会計上の見積りに関する注記 

 繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

    繰延税金資産   16,709千円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

    繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の総額から評価性引当

額を控除し、将来の税負担額を軽減する範囲内で認識しております。繰延税金資産の認識にあたっては、

｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣(企業会計基準適用指針第26号)に基づき企業分類を判定
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し、当該企業分類に応じた将来の合理的な見積可能期間以内において、一時差異等の解消年度のスケジュ

ーリングを行っています。 

    繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる主要な仮定や翌事業年度の計算書類に与える影響につい

ては、連結計算書類「連結注記表 ２.重要な会計上の見積りに関する注記」に記載しているため、省略し

ております。 

 

固定資産の減損 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 有形固定資産    1,098,160千円 

 無形固定資産      35,844千円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当社は、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位

を資産グループとしております。 

減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と

帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。 

減損の認識の要否の判定に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会で承認された事業計画を基礎

としております。当該見積りに用いられる主要な仮定には受注見込みに基づく売上高や売上原価の予測が含まれ

ます。将来キャッシュ・フローの見積りは経営者の判断及び見積りの不確実性を伴うものであり、見積りの前提

や仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に影響を与える可能性があります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
建物 158,611千円
土地 554,641千円
投資有価証券 7,127千円

計 720,380千円

上記の資産は、短期借入金916,666千円及び長期借入金(１年内返済予定分含む）704,980千円の担保に

供しております。 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,079,788千円

(3) 保証債務 

 関係会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。 
THAI FUJI SEIKI CO., LTD.  227,150千円 
PT. FUJI SEIKI INDONESIA 49,235千円 
秋元精機工業株式会社   6,900千円 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示したものを含む） 
① 短期金銭債権 134,021千円
② 短期金銭債務 50,675千円

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
① 売上高 463,785千円
② 仕入高 199,031千円
③ 営業取引以外の取引高 21,795千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普 通 株 式 947千株 2千株 －千株 950千株 

（注）普通株式の自己株式の増加 2千株は、譲渡制限株式報酬の権利失効によるものであります。 

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金及び製品保証引当金等でありますが、回収可能性を考慮の上

で計上しております。また、繰延税金負債の発生の主な原因は、投資有価証券、買換資産圧縮積立金及び固定

資産圧縮積立金であります。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 子会社及び関連会社等   

種類   会社等の名称   
資本金 

又は出資金   

議決権等 
の所有 
割合(%)   

関連当事者 
との関係 取引の内容   

取引金額 
（千円） 科目   

期末残高 
（千円）   

子会社 
THAI FUJI 
SEIKI 
CO., LTD. 

290,000千 
タイバーツ 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入
資 金 の 貸 付
債 務 保 証
役 員 の 兼 任 ３ 名

製 品 等 の 販 売（注1） 92,505 売 掛 金 11,398 

成形品等の仕入（注1） 380 買 掛 金 86 

資 金 の 回 収 2,880 

1 年 内 回 収 予 定 の

関係会社長期貸付金
1,040 

関係会社長期貸付金 － 

債 務 保 証（注2） 227,150 － － 

子会社 
PT. FUJI SEIKI 
INDONESIA 

12,924千 
米ドル 

直接 
46.2 
間接 
53.8 

製品等の販売・仕入
資 金 の 貸 付
債 務 保 証
役 員 の 兼 任 ３ 名

製 品 等 の 販 売（注1） 92,062 売 掛 金 20,224 

資 金 の 回 収 110,889 

関係会社短期貸付金 － 

1 年 内 回 収 予 定 の

関係会社長期貸付金
－ 

関係会社長期貸付金 － 

債 務 保 証 (注2） 49,235 － － 

子会社 上海不二精机 
有限公司 

5,000千 
米ドル 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入 
役 員 の 兼 任 ３ 名

製 品 等 の 販 売 (注1） 20,044 売 掛 金 2,074 

成形品等の仕入 (注1） 4,971 買 掛 金 203 

子会社 常州不二精机 
有限公司 

7,000千 
米ドル 

直接 
100.0 

製品等の販売・仕入
資 金 の 借 入
役 員 の 兼 任 ３ 名

製 品 等 の 販 売 (注1） 258,729 売 掛 金 14,487 

金 型 等 の 仕 入 (注1） 169,985 買 掛 金 48,249 

資 金 の 返 済 105,592 関係会社短期借入金 － 

子会社 
秋元精機工業 
株式会社 

10,000千円 
直接 
100.0 

製品等の販売・仕入
資 金 の 貸 付
債 務 保 証
役 員 の 兼 任 ３ 名

製 品 等 の 販 売 (注1） 443 売 掛 金 － 

成形品等の仕入 (注1） 23,605 
買 掛 金

電 子 記 録 債 務

1,077 

542 

資 金 の 貸 付 － 関係会社短期貸付金 70,000 

債 務 保 証 (注2） 6,900 － － 
  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 
1.取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。 

2.各関係会社の借入等について債務保証を行ったものであります。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 
該当事項はありません。 

 

８．収益認識に関する注記 

   収益を理解するための基礎となる情報 

連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 186円77銭

(2) １株当たり当期純損失 11円66銭

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１株当たり当期純損失 

当期純損失 94,468千円 

普通株主に帰属しない金額 － 

普通株式に係る当期純損失 94,468千円 

普通株式の期中平均株式数 8,105千株 

  

10．重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 


